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 本研究で扱うデータは、韓日交流研究会（ハニルの会）が 1999 年に日韓
両国の高校・大学で実施した「韓国・日本の関係についての意識調査」と題
する調査結果の一部である2。調査は、授業・講義中に行われた。回答に欠損
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値のある 91 名を除いた 1991 名を本研究の被験者とした。 
 
表 1 標本数 
日本側 人数 韓国側 人数 
日本高校（5 校） 634 人 韓国高校 269 人
日本大学（3校 4クラス） 706 人 韓国大学 382 人
小計 1340 人 小計 651 人
 
質問紙の内容は、表 2 に示すように、互いの接触経験に関する設問（6 項
目）、知的理解・情報接触に関する設問（7 項目）、共生志向を測定する設問
（7 項目）の合計 20 項目からなる。Q1～Q6、Q8 と Q9 は、「1 まったくな
い」～「4 しばしばある」の 4 件法を使用した。Q14～Q20 の 7 変数は逆転
項目であるので統計解析の際、選択肢の番号を反転して使用した。すなわち
Q14 については「1 嫌い」～「4 嫌い」とし Q15 以下は「1 そう思わない」
～「4 そう思う」とした。Q7 の相手国についての情報源については「テレ
ビ」「教科書」「父・母」など 15 項目について回答していただいた（「無し」
は 0、「有り」は 1）。Q10～Q13 の知識に関する設問は、それぞれ 10 項目の
知識の有無の回答結果を加算し、0～1＝1 点、2～4＝2 点、5～7＝3 点、8
～10＝4 点と置き換えた。 
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表 2 調査項目と記述統計量 
構成 
概念 番号 項目内容 平均値 SD 尖度 
Q1 近所で言葉を交わした経験があるか 1.68 1.048 -.096
Q2 観光旅行でその国の方と話したことはあるか 1.30  .689 5.245
Q3  親しいつきあいの経験はあるか 1.36  .829 3.990
Q4 討論・共同学習の経験があるか 1.26  .703 6.907





1.03  .237 92.142
Q7  (相手国についての情報源) － － － 
 1 テレビ .87 .341 2.621
 2 ラジオ .09 .283 6.552
 3 新聞 .54 .498 -1.973
 4 雑誌 .32 .466 -1.385
 5 書籍 .28 .450 -1.058
 7 教科書 .47 .499 -1.988
 8 教師 .48 .500 -1.997
 9 父母 .12 .327 3.377
 10 祖父母 .04 .189 22.002
 11 親族 .03 .172 27.771
 12 隣人 .02 .142 43.695
 13 友人 .17 .373 1.186
 14 インターネット .10 .297 5.335




Q9 海外のマスコミから相手国の情報収集経験あるか 1.18 .424  3.010
Q10 食文化に関する知識（てんぷら‐キムチ、刺身‐カ
ルビ、等） 
2.34  .726  -.685
Q11 生活・文化に関する知識（着物-チマチョゴリ、畳-
オンドル、等） 
1.80  .565   .505
Q12 政治経済に関する知識（自衛隊‐徴兵制、終身雇用
‐財閥支配、等） 





2.57  .993 -1.024
Q14 相手国の人が好きか 2.6971 .78118 -.284




Q17 戦後補償を徹底すべきか 3.0542 1.01302 -.637
Q18 協力の機会を積み重ねるべきか 3.3636 .79658 1.308




Q20 個人的・文化的交流を盛んにすべきか 3.3259 .82981 .824
※反転した数値を掲載した。 






























を、上記 3 つの軸に対応させた（表 2 参照のこと）。すなわち、 
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・「歴史問題に対する積極的構え（時間軸）」：Q16 と Q17 で測定。 






















図 1 〈未来志向〉の認識モデル 
 
 日本青年群と韓国青年群の同時分析を以下のようなモデルを作成し推定し








・モデル 4： モデル 2 にモデル 3 を加えたモデル。 
 
表 3 各モデルの適合度指標 
 GFI AGFI RMSEA AIC BCC 
モデル 1 .950 .916 .071 409.422 409.853
モデル 2 .943 .914 .072 460.511 460.868
モデル 3 .950 .918 .070 412.116 412.529
モデル 4 .944 .917 .071 460.255 460.590
 
 




ル 1 とモデル 3）、AIC（赤池情報基準）と BCC（Browne-Cudeck 基準）の
指標が最小であるモデルを採択するのが良いとされている5。それによるとモ
デルを 1 が、最もデータに適合している。そこでこのモデルを考察の対象と



































図 3 韓国青年の標準化推定値 
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 まず、モデル１のパス係数について考察しよう。各潜在変数から観測変数
に向かう推定されたパス係数はすべて有意であり（5％水準で有意な差あり）、
日本と韓国に間で統計的に差が出たものは 4 本であった。 
 「歴史問題に対する積極的構え」から「戦後補償の徹底」へのパス係数は、































































の 2 潜在変数を設定する。 
 「マスメディア」：Q7 内の 1、3、4 と 5 とで測定。 














 図 4 は共分散構造分析の結果である。潜在変数間および観測変数「韓国人
との親しいつきあい」経験との間のパス係数は、すべて統計的に有意である
（5%水準）。 

















































                                                          
1  「日韓共同宣言－21 世紀に向けた新たな日韓パートナーシップ－」外務省 Web 
Page より 
2  「韓日交流研究会（ハニルの会）」のメンバーは、栗原孝（亜細亜大学）、杉田明宏
（大東文化大学）、古澤聡司（中央大学非常勤）と私 小峰である。調査は 1999 年
6 月に実施したが、日本の大学の 1 クラスは、アメリカでの半期間の留学経験後の
同年 10 月に調査。韓国側の高校 1 校と大学 1 校分はカリキュラムの都合上、同年
10 月に実施した。 
3  大江健三郎「伝える言葉 協同する選択 歴史に根ざした展望を」『朝日新聞 国際
衛星版』2005 年 6 月 14 日。 








6  豊田秀樹、同上、p177 によれば RMSEA は、0.10 以上は当てはまりが悪く、0.05
以下であれば当てはまりが良いと判断する習慣があると指摘している。また、山本
嘉一郎・小野寺孝義編著『Amos による共分散構造分析と解析事例』ナカニシヤ出
版、2001 年によれば、RMSEA は 0.08 以下であれば適合度が高く、0.10 以上であ
ればそのモデルを採択すべきでないと解説している。 
7  鄭大均「新・韓国ブーム対等な眺め合いへ一歩」『朝日新聞 国際衛星版』2004 年 9
月 14 日。 
8  ここでの関係は共変動の可能性もある。「歴史認識」が消極的な青年は、「関係意欲」
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や「パートナーシップ志向性」も低く抑えられている、あるいは低くなってしまう
という関係が予測される。拙稿「日韓青年の相互認識ギャップと教育方法の改善へ
の提言-主成分分析・クラスター分析を使用して－」『専修人文論集』2005 年 10 月
では、日本青年の韓国に対する「無関心タイプ」に見られる「歴史認識・関係意欲・
パートナーシップ志向性の消極的意欲・態度」を指摘している。 
9  同 8 
10 より精度の高い因果モデルの構築のためにも、知的理解の側面を測定する指標の開
発が必要となってくる。 
